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民主党に政権が移行し、次の税制改正は民主党主導で行われます。
民主党の税制関連の政策はどうなっているのでしょうか？

ここでは、いくつか抜粋して紹介したいと思います。

納税者の権利を明確にするために『納税者権利憲章』を制定

確定申告を原則とし、給与所得者については年末調整も選択できる制度の導入

納税額の更正等の期間制限の見直し


　現在　→　課税庁の増額更正（事後的な納税額の増額）・・・5年
　　　　　　納税者の更正請求（事後的な納税額の減額）・・・1年

　　　つまり、納税者は確定申告後1年間しか減額請求ができないのに対して、

　　　税務署は5年間納税額の増額請求ができるので不公平な現状となっています。

納税者の権利を重視し、国税不服審判所のあり方や手続きの見直し


　現在　→　審判官の多くを財務省・国税庁の出身者が占めているため、その機能を果たしていない。証拠書類の閲覧、謄写が認められていない。


所得控除を整理し、税額控除、手当、給付付き税額控除への切り替え
配偶者控除・扶養控除の『子ども手当』への転換


　現在　→　扶養控除３８万円・・・高所得者１０万円超の減税　　有利
　　　　　　　　　　　　　　　　　低所得者は２万円弱の減税　　不利　　
公的年金控除、老年者控除の見直し

65歳以上の方の最低保障額を　120万円　→　140万円　へ引き上げ

50万円を所得控除する老年者控除の復活　（所得制限の設定）

給付付き税額控除制度の導入


　　　　　「税金を払っている世帯には減税、払っていない低所得の場合は給付」という制度。中低所得者層への経済支援を中核とした制度で欧米先進諸国で導入され、大きな成果をあげている。
子育て世帯やワーキングプア（働く貧困層）への負担軽減策。

自己資金で住宅を新改築した方へ住宅ローン減税と同程度の投資減税の創設
新しい保険料控除を創設し、所得控除限度額を15万円程度に引き上げ

金融所得課税について、当分の間は損益通算の範囲を拡大

法人税の繰戻し還付制度の凍結の解除

中小企業に係る法人税の軽減税率　１８％　→　１１％　へ

一人オーナー会社（特殊支配同族会社）の役員給与の損金不算入措置の廃止

相続税は『遺産課税方式』へ転換

徴税の適正化を図るため、罰則の強化や重加算税割合の引き上げ




間違いやすい事例Ｑ＆Ａ

～会社で備蓄する非常用の食料品について～

Ｑ．災害時の非常用の食料品を備蓄することにしました。常温で10年程度は
保存可能な食品です。全従業員の3日分程度は備蓄したいと考えていますが、
これらは期末に貯蔵品として資産計上しなければいけないのでしょうか？

Ａ．非常用の食料品の購入価額を全額、その購入した事業年度の経費として計上することができます。食料品は減価償却資産や繰延資産に該当しませんし、
　　繰り返して使用するものでもありません。

　　　　助成金のご案内
国から貰えるお金＝助成金は、労働保険の制度です。雇用保険の適用事業主で、
条件にあてはまれば受給することができます。しかも返済の必要がありません。

ここでは、ほんの一部ですが代表的なものを掲載します。
中小企業雇用安定化奨励金（正社員転換制度奨励金）
契約社員やパートタイマー等を正社員に転換させた場合に助成する制度

　　助成額　１事業主に３５万円

　　　　　　制度導入後３年以内に３人以上転換した場合、１人につき１０万円

　　　　　　なお、「母子家庭の母等」を転換させた場合、拡充措置があり、

　　　　　　制度導入後３年以内に２人以上転換させた場合、母子家庭の母である

　　　　　　対象者には１人につき１５万円

試行雇用奨励金（トライアル雇用）
ハローワークが紹介する対象労働者を原則３ヶ月間試験的に雇用し、一定の要件を満たした場合に奨励金を支給する制度

　　助成額　１人につき月額４万円（上限３ヶ月間）

特定求職者雇用開発助成金
高年齢者等の就職困難者をハローワーク等の紹介により継続的に雇い入れる
場合に賃金の一部を助成する制度
　　助成額　高年齢者（６０歳以上６５歳未満）、母子家庭の母等（短時間労働者）

　　　　　　　→　６０万円

　　　　　　上記の場合で短時間労働者以外の場合　→　９０万円


派遣労働者雇用安定化特別奨励金
　派遣労働者を雇い入れた場合に奨励金を支給する制度
　　助成額　6ヶ月以上の労働契約の場合　　　→　50万円

　　　　　　期間の定めのない労働契約の場合　→　100万円
それぞれ要件がありますので、詳しくは当事務所またはハローワークへ
お問い合わせください！
　　　　　　　　６５歳以上の方へ
　　　　　　１０月から市県民税の特別徴収が始まります！
市県民税について、８月まではこれまで通り納付書か口座振替による納付でしたが、
１０月からは１０月支給分の公的年金からの差し引き（特別徴収）となります。

●対象となる方

　　平成21年4月1日現在、65歳以上で公的年金を受給している方

　　※次に該当する方は除きます。

　　　 ・公的年金の年額が18万円未満の方

　　　　・平成20年中に公的年金の支払いを受けていない方

　　　　・公的年金から所得税、国民健康保険料等を差し引きした額が市県民税よりも少ない方
●特別徴収の方法
　（１）公的年金のみの場合・・・市県民税の全額が公的年金から差し引かれる

　（２）公的年金と給与所得の両方がある場合

	公的年金にかかる市県民税
→年金から差し引き
	給与所得にかかる市県民税
→従来通りの方法


　　　　
　（３）公的年金と給与以外の所得（不動産所得等）がある場合
	公的年金にかかる市県民税
→年金から差し引き
	その他の所得にかかる市県民税
→従来通りの方法


※詳しくは、当事務所スタッフ又は各市町村へお尋ねください！


	１０月
	１１月
	１２月

	9月分源泉所得税の納付
	10月分源泉所得税の納付
	11月分源泉所得税の納付

	8月決算法人の確定申告
	9月決算法人の確定申告
	10月決算法人の確定申告

	2月決算法人の中間申告
	3月決算法人の中間申告
	４月決算法人の中間申告

	個人の住民税の納付

（第3期分）
	 個人事業税の納付

（第２期分）
	固定資産税の納付

（第3期分）

	
	所得税の予定納税額の納付

（第2期分）
	給与所得の年末調整
（資料の準備はお早めに！）
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民主党マニフェストを読む！


助成金のご案内


市県民税についてお知らせ


秋のご紹介キャンペーン














拝啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。


　朝夕はようやくしのぎやすくなり、秋風の爽やかな季節がやってまいりました。


先日の総選挙では民主党が大勝し、政権交代を成し遂げました。新しい時代の幕明けに


期待する半面、先行きの不透明感に不安も募ります。そのような国民の思いを受け止めて


新政府には抜本的な改革をお願いしたいと思います。


今回は、民主党の税制の考え方、ご紹介キャンペーンのご案内等を掲載しております。


どうぞ、ご一読下さい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


敬具


















































PAGE  
５

